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第７回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成25年２月27日) 

 

第 ７ 回   熊本県議会  農林水産常任委員会会議記録 

 

平成25年２月27日(水曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前11時42分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

委員長互選 

議案第１号  平成24年度熊本県一般会計

補正予算（第11号） 

議案第８号  平成24年度熊本県林業改善

資金特別会計補正予算（第１号） 

議案第９号  平成24年度熊本県沿岸漁業

改善資金特別会計補正予算（第１号） 

議案第15号  平成24年度熊本県就農支援

資金貸付特別会計補正予算（第１号） 

議案第23号  平成24年度農林水産関係の

建設事業の経費に対する市町負担金

（地方財政法関係）について 

議案第24号  平成24年度県営土地改良事

業の経費に対する市町負担金について 

報告第２号 専決処分の報告について 

報告第６号 社団法人熊本県果実生産出荷

安定基金協会の経営状況を説明する書類

の提出について 

 ――――――――――――――― 

出席委員(７人) 

        委 員 長 松 田 三 郎 

        副委員長 増 永 慎一郎 

        委  員 前 川   收 

        委  員 堤   泰 宏 

        委  員 磯 田   毅 

        委  員 緒 方 勇 二 

        委  員 九 谷 高 弘 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

農林水産部 

部 長 福 島   淳 

理事兼経営局長 梅 本   茂 

政策審議監 豊 田 祐 一 

生産局長 渡 辺 弘 道 

農村振興局長 田 上 哲 哉 

森林局長 藤 崎 岩 男 

水産局長 鎌 賀 泰 文 

農林水産政策課長 国 枝   玄 

首席審議員兼団体支援課長 吉 田 國 靖 

政策監兼団体検査室長 今 村 昭 彦 

農地・農業振興課長 船 越 宏 樹 

担い手・企業参入支援課長 田 中 純 二 

流通企画課長 板 東 良 明 

むらづくり課長 小 栁 倫太郎 

農業技術課長 松 尾 栄 喜 

農産課長 山 中 典 和 

園芸課長 野 口 法 子 

首席審議員兼畜産課長 平 山 忠 一 

農村計画課長 荻 野 憲 一 

技術管理課長 緒 方 秀 一 

農地整備課長 大 石 二 郎 

首席審議員兼森林整備課長 河 合 正 宏 

林業振興課長 岡 部 清 志 

森林保全課長 本 田 良 三 

水産振興課長 平 岡 政 宏 

漁港漁場整備課長 平 尾 昭 人 

全国豊 

かな海づくり大会推進課長 平 山   泉 

農業研究センター所長 麻 生 秀 則 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 上 野 弘 成 

   政務調査課課長補佐 木 村 和 子 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 
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○増永慎一郎副委員長 ただいまから、第７

回農林水産常任委員会を開会いたします。 

 皆さん御承知のとおり、守田委員長が辞職

をされておられますので、しばらく私が委員

長の職務を代行いたします。 

 なお、本日の委員会に３名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

しました。 

 まず、委員長が欠員となっておりますの

で、ただいまから委員長互選を行います。 

 委員長互選の方法については、指名推選と

投票がございますが、指名推選により行いた

いと思います。これに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○増永慎一郎副委員長 御異議なしと認めま

す。よって、委員長互選の方法は、指名推選

により行うこととします。 

 それでは、委員長候補者を指名する方を決

めたいと思います。どなたからか指名をして

いただけますでしょうか。 

   （｢副委員長」と呼ぶ者あり) 

○増永慎一郎副委員長 私にという声があっ

ておりますが、私が指名することに御異議あ

りませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○増永慎一郎副委員長 御異議なしと認めま

す。 

 それでは、委員長に松田委員を指名したい

と思いますが、これに異議はありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○増永慎一郎副委員長 御異議なしと認めま

す。よって、松田委員が委員長に決定いたし

ました。 

 これで私の職務は終わりましたので、委員

長と交代いたします。委員長よろしくお願い

します。 

  （新委員長、委員長席へ移動) 

○松田三郎委員長 皆さんおはようございま

す。図らずも委員長に御選出をいただきまし

た松田でございます。 

 実は、私、以前、農林の委員長の経験もあ

ります。当時は、山本隆生部長が１回目だけ

部長をお務めになって、その後、教育長にな

られた後は廣田大作部長、その時代でござい

ましたが、大分さま変わりをいたしておりま

すので、委員の先生方、そして執行部の皆様

にもどうぞよろしくお願いを申し上げたいと

思います。 

 限られた１議会になるかとは思いますが、

この議会の委員会におかれましては、この先

議分、そして、予定では国の経済対策に対応

する補正の分、そして後議の分と非常に盛り

だくさんでございますので、どうかそれぞれ

説明なさる方々は、明瞭に、簡潔に説明をし

ていただきたいと思います。 

 今議会の皆様の御協力をよろしくお願い申

し上げまして、委員長の挨拶といたします。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、本委員会に付託された議案等を

議題とし、これについて審査を行います。 

 まず、議案等について執行部の説明を求め

た後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。なお、執行部からの説明は、効率よく進

めるために、説明は着座で結構でございます

が、まず一旦どこで説明なさっているかわか

るように１回だけ最初お立ちいただいて、そ

の後着座のまま説明をしていただきたいと思

います。 

 それでは、福島農林水産部長から総括説明

を行い、続いて担当課長から順次説明をお願

いしたいと思います。 

 

○福島農林水産部長 よろしくお願いしま

す。 

 今回提案しております議案の概要につきま

して御説明申し上げます。 

 今回御提案しておりますのは、平成24年度

の一般会計及び３件の特別会計の補正予算

と、条例等案件２件及び報告案件２件でござ

います。 
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 まず、補正予算でございますが、総額111

億円余の減額補正となっており、補正後の予

算額は、一般会計で651億円余、特別会計で

７億円余となります。 

 補正の主な内容としては、国庫補助金等の

内示額の増減や事業費確定に伴う減によるも

のを計上しております。 

 次に、繰越明許費については、12月議会に

おいて御承認いただいておりますが、１億円

余の追加をお願いしております。関係事業に

つきましては、早期執行に向けて努力してま

いりますので、よろしくお願いいたします。 

 また、条例等議案といたしまして、平成24

年度に県が実施する農林水産関係の建設事業

等に要する経費の一部について、受益市町の

負担率を定めるための２議案を提案しており

ます。 

 次に、報告事項といたしましては、交通事

故の専決処分に係る報告、県が出資等を行っ

ている法人に係る経営状況の報告を提出して

おります。 

 以上が主な概要でございますが、詳細につ

きましてはそれぞれ担当課長から御説明申し

上げますので、御審議のほどお願い申し上げ

ます。 

 以上、どうぞよろしくお願い申し上げま

す。 

 

○松田三郎委員長 それでは、説明に入りた

いと思います。 

 

○国枝農林水産政策課長 農林水産政策課長

の国枝でございます。よろしくお願いしま

す。 

 では、座って説明させていただきます。 

 お手元の資料の常任委員会説明資料(24年

度２月補正予算及び条例等議案関係)の横長

の資料で説明をさせていただきます。 

 ２枚めくっていただきまして、１ページを

お願いいたします。 

 １ページは、平成24年度２月補正予算の総

括表でございます。 

 農林水産部全体では、一番下の段、左から

３番目の合計欄でございますが、111億円余

の減額補正となっておりまして、総額で659

億円余となってございます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 農林水産政策課関係の補正予算でございま

す。 

 まず、一番上からですが、農業総務費のう

ち２段目の職員給与費でございます。 

 今回の２月補正につきましては、当初予算

に計上しておりました人件費につきまして、

人事異動等に伴う通勤手当、扶養手当、その

他を含めました人件費につきまして補正をい

たしまして、人件費として確定させるという

ものでございます。 

 今回、このような予算が各課分に出てまい

りますが、内容が重複いたしますので、これ

以降の説明は省略させていただきます。 

 次に、中段、農業研究センター費でござい

ます。こちらは農林水産政策課のほうで所管

しております。 

 各研究機関におきましては、当初予算にお

きまして、それぞれ試験研究費を計上してお

りますが、例年２月補正におきまして、公募

型資金、それから民間受託試験等の額の確定

を行っております。額の大きいものについて

御説明をいたします。 

 下から２段目、企画経営情報費でございま

す。こちらにつきましては、公募型資金の獲

得状況に応じまして委託費の減、それから財

源更正を行っておりまして、合計では6,200

万円余の減額補正をお願いしております。 

 一番下の段、農産園芸研究所費につきまし

ても、一番右の欄に書いてございますが、民

間受託試験の契約額の減に伴うものというこ

とになっております。 

 ページ飛びまして、４ページのほうをお願

いいたします。 
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 次に、林業総務費の関係でございますが、

一番下の段、水とみどりの森づくり税基金積

立金につきましては4,900万円余の税収増、

それから運用利子の減がございまして、これ

を合算したことによる補正となっておりま

す。 

 次に、５ページをお願いいたします。 

 中段からが林業研究指導所費でございま

す。こちらにつきましても、下段にございま

すが、同様に、試験調査事業につきまして受

託研究費の減による補正を行っております。 

 次の６ページ中段も、こちらは水産研究セ

ンター費でございますが、同様に、こちらの

ほうも国庫委託の内示減による減額補正及び

財源更正を行った補正でございます。 

 以上、農林水産政策課所管分につきまし

て、最下段左から３つ目ですが、9,100万円

余の減額補正をお願いしております。 

 次に、66ページをお願いいたします。 

 こちらは、繰越明許費につきまして、追加

設定について御説明させていただきます。 

 先ほど部長からありましたとおり、繰越明

許費につきましては、12月議会で設定を御承

認いただいているところでございますが、上

から３段目、農地費につきまして、地元との

調整に不測の日数を要したこと等によりまし

て、１億2,000万円余の追加設定をお願いす

るものでございます。 

 これによりまして、12月の設定額と合わせ

まして、一番下の段、右側のほうですが、農

林水産部といたしましては、241億6,000万円

余ということになっております。 

 続きまして、69ページをお願いいたしま

す。 

 報告第２号でございます。こちらは、交通

事故に関する専決処分の報告でございます。

70ページの資料で御説明いたします。 

 平成24年10月18日に、阿蘇地域振興局の普

及職員が、普及指導に向かう途中に物損事故

に遭ったものでございます。 

 今回の事故は、交差点での軽乗用車と公用

軽貨物車の衝突ということでございまして、

双方の過失割合が県側が15、相手側が85とい

うふうに判断されまして、本年２月６日に和

解及び損害賠償額について専決処分を行った

ものでございます。 

 農林水産政策課からは以上でございます。 

 

○吉田団体支援課長 団体支援課でございま

す。座って説明させていただきます。 

 資料７ページをお願いいたします。主要な

事業について御説明を申し上げます。 

 ７ページ下段の農業金融対策費の農業近代

化資金等助成費でございますが、これは機械

や施設設備などの導入資金の利子を助成する

ものでございまして、12月末までの貸し付け

実績を踏まえまして年度内の必要額に減額す

るものでございます。 

 ８ページをお願いいたします。 

 上段の災害融資利子補給費でございます

が、これは説明欄にございますように、平成

16年の台風被害からの復旧資金につきまし

て、債務の保証を行いました熊本県農業信用

基金協会の代位弁済に伴う損失額が確定した

ことによりまして、その損失額の一部を補償

するために補正予算をお願いするものでござ

います。 

 最下段でございます。農業信用基金協会出

資金でございますが、これは説明欄にござい

ますように、農業信用基金協会に対します補

助でございますが、同協会が農業近代化資金

を初めといたします制度資金の債務保証の引

き受けに対しまして補助するものでございま

して、その実績が当初見込み額を下回ったこ

とによる減額をお願いしているものでござい

ます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 上段の認定農業者等育成資金助成費でござ

いますが、これは説明欄にございますよう

に、自立経営体育成資金につきまして、国の
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制度改正により24年度貸し付け分から県の利

子助成の必要がなくなり、全額国が利子を補

給することになったため、その分を減額する

ものです。補正後は、過年度に係る利子助成

の金額のみとなります。 

 下段の経営対策資金助成費でございます

が、これは説明欄の１から４の資金につきま

して、貸し付け実績に合わせて減額するもの

でございます。 

 このうち、４の平成24年７月豪雨被害農林

漁業者対策資金助成費は、5,500万円余の減

額となっております。この豪雨対策資金は、

災害からの復興・復旧資金として利子補給の

上乗せや独自資金の制度化を図ったものでご

ざいますが、県が制度の運用を始めた直後に

国においても利子助成制度を創設され、その

制度が県の制度より比較有利であったために

県の制度の利用が低調となったという経過が

あり、大幅な減額となったものでございま

す。 

 なお、25年度におきましては、国の制度が

継続していないことを踏まえまして、県とし

て、いまだ復旧をなし遂げておられない農家

への資金需要への対応として、当初予算にこ

の豪雨被害対策資金に係る所要額の予算をお

願いすることといたしております。 

 10ページをお願いいたします。 

 上段の国庫支出金返納金は、説明欄にあり

ますように、農業改良資金の国庫への返納金

でございますが、農業改良資金はその原資の

３分の２を国が負担しており、農家からの償

還が当初見込みを下回ったことによりまし

て、結果として国への償還額を減額すること

になったものでございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 下段の水産業協同組合指導費でございます

が、右の説明欄の１の赤潮特約掛金は、養殖

共済に係ります赤潮特約に係る掛金の一部を

補助するもので、加入実績に合わせて減額を

させていただくものでございます。２の漁協

経営強化対策事業は、漁協に対する指導事業

費などの確定に伴う減額でございます。３

は、養殖業者が養殖共済に加入する際の掛金

について、市町村とともに共同で補助するも

のでございますが、これも加入実績に合わせ

て減額させていただくものでございます。 

 12ページをお願いいたします。 

 上段の漁業近代化資金融通対策費及びその

下の段の金融対策費につきましては、漁業者

に対する資金の貸し付けでございますが、そ

れぞれの説明欄にありますように、実績を踏

まえて減額をさせていただくものでございま

す。 

 下段の共同利用施設災害復旧費でございま

すが、これは農業協同組合などの組合が運営

します共同施設が自然災害で被災した場合の

復旧を支援するもので、国が補助する災害復

旧事業でございます。5,700万円余の減額を

お願いしております。 

 本事業につきましては、７月豪雨発生後、

県下の被災した施設を調査いたしましたとこ

ろ、その時点で6,800万円余の所要額となり

ましたので、８月補正でその額の予算をお願

いいたしましたが、その後の国の災害査定に

おきまして、施設の利用期間に応じた償却あ

るいは償却期間を超えているという判定によ

り不採択となるなど、査定の結果、大幅な減

額となりました。 

 具体的には、補助を申請いたしました８つ

の施設のうち３施設が採択される結果とな

り、残りの５つの施設のうち３施設は他の補

助事業により対応されたというところでござ

います。 

 13ページをお願いします。 

 13ページは、一般会計から特別会計への繰

出金でございます。 

 上段の林業改善資金特別会計繰出金は、同

特別会計への事務費を繰り出すものでござい

ますが、300万円余の減額となっておりま

す。それは主に説明欄２の林業改善資金特別
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会計繰出金において300万円余を特別会計内

で財源更正したため、繰り出しを減額するこ

ととしたことによるものです。 

 特別会計内の財源更正につきましては、後

ほど特別会計で御説明をさせていただきま

す。 

 14ページをお願いいたします。 

 14ページから15ページは、林業改善資金特

別会計でございます。 

 14ページの上段は、ただいま御説明いたし

ました特別会計内での財源更正で、一般会計

からの繰入金を減額し、特別会計の繰越金を

充当するものでございます。 

 15ページをお願いいたします。 

 上段の国庫支出金返納金は、説明欄にござ

いますように、林業就業促進資金貸付金の原

資を国に返納するものでございますが、現在

同資金の原資として900万円余を造成してお

りますが、貸し付け実績が低調なため、300

万円を国庫に返納するものでございます。 

 16ページをお願いいたします。 

 沿岸漁業改善資金特別会計でございます。 

 これは、２段目の説明欄にございますよう

に、沿岸漁業改善資金貸付金につきまして財

源更正を行うものでございます。 

 団体支援課は以上でございます。御審議の

ほどどうぞよろしくお願いいたします。 

 

○船越農地・農業振興課長 農地・農業振興

課長の船越でございます。よろしくお願いし

ます。 

 説明資料の17ページをお願いしたいと思い

ます。 

 まず、農業総務費の中の農村地域農政総合

推進事業費でございますけれども、２億6,50

0万円余の減額補正をお願いしております。

説明欄のほうをお願いします。 

 まず、１番目の農地集積加速化事業でござ

います。内訳は、国補助の人・農地プランに

基づきます農地集積の協力金、それと県独自

の20カ所の重点地区に対します農地集積等の

交付金事業でございます。両方とも、集積の

実績に合わせて支援するものでございます。 

 昨年秋から本格的な集積に向けた話し合い

が進んでおりますが、２月現在、真っ最中と

いうところでございます。集積の実績につき

ましては、これから次年度以降にかけまして

明らかになってくるため、一旦３月末までの

見込みを残しまして、２億3,100万円余の減

額をお願いしたいと思っております。 

 ２つ目の農地流動化推進事業でございま

す。これは、熊本県農業公社の農地の売買と

か貸し借りの活動費、人件費でございますけ

れども、最近の農地価格の下落によりまして

非常に売買の実績が減っておりますので、そ

れに伴います国庫の内示減と事業費確定に伴

います減でございます。 

 ３つ目のみんなで取り組む耕作放棄地活用

事業と４番目の耕作放棄地解消緊急対策事業

でございますけれども、事業費確定に伴う減

でございます。 

 ５番目の耕作放棄地解消雇用促進委託事業

でございます。これは緊急雇用基金を使いま

して行いますが、事業費確定に伴う減でござ

います。 

 次に、18ページをお願いしたいと思いま

す。 

 上段の農業委員会等振興助成費でございま

すけれども、国庫内示減によります減でござ

います。 

 次の農業諸費でございますけれども、これ

は緊急雇用の基金を使いまして、戦後の農地

解放と申しますか、農地改革のときの古い文

書を電子化、マイクロフィルム化するもので

ございます。事業費の確定に伴う減でござい

ます。 

 最下段の農地調整費でございますけれど

も、519万円余の減額補正をお願いしており

ます。説明欄にありますとおり、自作農財産

管理につきましては事業費の確定に伴う減、
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その下の農地紛争処理費につきましては国庫

内示減による減でございます。 

 最下段にありますとおり、農地・農業振興

課全体としまして、２億9,800万円余の減額

補正をお願いしたいと思っております。とい

うことで、よろしく御審議のほどお願いした

いと思います。 

 

○田中担い手・企業参入支援課長 担い手・

企業参入支援課でございます。座って説明い

たします。 

 資料19ページをお願いいたします。 

 農業総務費で515万円余の減額補正をお願

いしております。 

 中ほどの農政諸費につきましては、説明欄

の東日本大震災被災農家就業支援事業でござ

います。これは被災された農業者の県内農業

法人への就業を支援するものでございます。

事業費の確定に伴い減額するものでございま

す。 

 下段の農村地域農政総合推進事業費でござ

います。 

 説明欄１の担い手育成緊急支援事業は、認

定農業者の確保、育成や地域営農組織の経営

力強化の取り組みを支援するものでございま

す。２の担い手空白地域解消支援事業及び３

の地域を引っ張るリーダー育成事業は、地域

営農組織の設立に向け、地域の話し合い活動

や地域のリーダーへの講座開設等を行うもの

でございます。いずれも事業費の確定に伴い

減額するものでございます。 

 資料20ページをお願いいたします。 

 農業改良普及費で、合計で５億6,560万円

余の減額補正をお願いしております。 

 農業改良普及推進費につきましては、青年

就農給付金事業の国庫内示減によるものでご

ざいます。 

 下の新しい農業の担い手育成費につきまし

て、説明欄１の農業信用基金協会出資金は、

新規就農者の施設整備などの資金を貸し出す

際に債務保証を行います協会への出資金でご

ざいます。債務保証の実施に伴う増でござい

ます。２の企業等農業参入支援事業は、企業

等の農業参入を総合的に支援する事業でござ

います。３の地域で育てる新農業人育成総合

推進事業は、地域で新規就農者を受け入れ育

成する取り組みを支援する事業でございま

す。４のアグリビジネス創出支援事業は、農

産物の製品開発等への支援、農林水産業への

最先端技術の導入を図るための調査等を行う

事業でございます。５のがんばる新農業人支

援事業は、新規就農者の相談から定着支援ま

でを支援する事業でございます。２から５の

事業につきましては、いずれも事業費の確定

に伴い減額するものでございます。 

 資料21ページをお願いいたします。 

 農業指導施設費で33万円余の増額補正をお

願いいたしております。これは県立農業大学

校の運営関係の予算でございます。１の職員

給与費の増のほか、事業費確定による減額に

よるものでございます。 

 一番下の段、農業施設災害復旧費におい

て、61万円余の減額をお願いいたしておりま

す。これは昨年７月の大水害で被災した農業

大学校の給水施設等の復旧に係るものでござ

います。事業費の確定に伴い減額するもので

ございます。 

 資料22ページをお願いいたします。 

 就農支援資金貸付特別会計繰出金で2,848

万円余の減額補正をお願いしております。新

規就農者に対する就農支援資金の貸し付けや

償還を管理するため、特別会計を設置してお

ります。特別会計での財源更正に伴い、一般

会計からの繰出金を減額するとともに、運用

益を特別会計へ繰り出すものです。 

 財源更正につきましては、次のところで御

説明いたします。 

 資料23ページをお願いいたします。 

 就農支援資金貸付特別会計でございます。

説明欄のほうをお願いいたします。 
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 償還額がふえたことによる諸収入の増加、

前年度からの繰越額の増加に伴いまして、県

債、一般会計からの繰入金を減額するもので

ございます。 

 一番下の段でございますが、担い手・企業

参入支援課全体で、一般会計、特別会計を合

わせまして５億9,952万円余の減額となって

おります。御審議のほどよろしくお願いいた

します。 

 

○板東流通企画課長 流通企画課長の板東で

ございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、説明資料24ページをお願いいた

します。 

 ３段目のブランド確立・販路対策費でござ

いますけれども、７万円余の減額補正をお願

いしております。説明欄にありますとおり、

事業費が確定に伴ったことによります減でご

ざいます。 

 また、債務負担行為の追加をお願いしてお

ります。 

 説明欄にあるアジアマーケット開発を支援

するため、シンガポールに拠点を設置するに

当たりまして、派遣先と年度内に職員派遣に

係る協定を締結する必要があるため、今回債

務負担行為の追加をお願いするものでござい

ます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○小栁むらづくり課長 むらづくり課長の小

栁です。よろしくお願いします。 

 25ページをお願いいたします。 

 上から４段目の山村振興対策事業費でござ

いますが、説明欄の中山間地域等直接支払事

業については、交付面積の減に伴う交付額の

減１億9,000万円余、それから、２番目の農

山漁村活性化促進事業、これはむらづくり表

彰、むらづくり啓発活動の経費でございます

けれども、これは事業費確定に伴う減23万

円、合わせて１億9,100万円余の減額でござ

います。 

 最下段の農作物対策推進事業費でございま

す。説明欄にあります地域ぐるみの鳥獣被害

防止対策パワーアップ事業の国庫内示減及び

事業費確定に伴う減１億9,600万円余、それ

から、26ページをお願いいたします。右の説

明欄のジビエ利活用緊急促進事業の事業費確

定に伴う減70万円で、合計１億9,700万円余

の減額でございます。 

 26ページの２段目をお願いいたします。 

 土壌保全対策事業費でございますけれど

も、環境保全型農業直接支払事業の交付面積

の減に伴う減額、5,800万円余の減額でござ

います。 

 27ページをお願いいたします。 

 土地改良費でございますが、合計３億9,40

0万円余の減額となっております。 

 ２段目の県営中山間地域総合整備事業費

は、国庫内示減で１億9,800万円余の減額、

また、３段目の集落環境整備事業費から５段

目の農業用水水源地域保全対策事業費までの

３つの事業費は、いずれも地元要望の減に伴

う事業費確定の減でございます。 

 最下段の農地・水・環境保全向上対策事業

費でございますけれども、説明欄の１、農

地・水保全管理支払事業(共同活動)、これは

交付単価の減、75％に減っております。それ

から、事業費確定に伴う減で6,900万円余の

減額、同じく、28ページの右の説明欄の向上

活動、これは農業用水等の長寿命化対策でご

ざいますけれども、これは国庫内示減と事業

費確定に伴う減で１億1,900万円余の減額、

合計、農地・水・環境保全向上対策事業費で

１億8,800万円余の減額となっております。 

 以上、むらづくり課合計で８億4,500万円

余の減額補正です。御審議のほどよろしくお

願いいたします。 

 

○松尾農業技術課長 農業技術課の松尾でご
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ざいます。よろしくお願いいたします。 

 資料の29ページをお願いいたします。 

 上から４段目、農業改良普及推進費につき

まして、306万円の減額補正をお願いしてお

ります。これは、説明欄２の試験研究機関等

で開発しました技術の実証を行う新技術導入

広域推進事業の国庫内示減等に伴い、減額補

正をお願いするものでございます。 

 30ページをお願いいたします。 

 ２段目、土壌保全対策事業費につきまし

て、105万円余の減額補正をお願いしており

ます。これは説明欄のとおり、くまもとグリ

ーン農業総合推進事業で実施しております生

産者の管理システム構築に係る経費の減等に

よるものでございます。 

 次の植物防疫費につきましては、いずれも

国庫内示減等に伴う減額補正でございます。 

 以上、農業技術課としましては、620万円

余の増額補正をお願いするものでございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○山中農産課長 農産課の山中でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 資料31ページをお願いいたします。 

 まず、３段目以下の農作物対策費について

御説明をいたします。 

 上段の農作物対策推進事業費につきまして

は、9,000万円の減額でございますが、説明

欄に記載しております農業者戸別所得補償制

度推進事業、これは制度の周知などを行いま

す事務費でございますが、国の交付金の内示

減に伴う減額補正でございます。 

 次の段、米麦等品質改善対策事業費につき

ましては、445万円余の減額でございます。

これは、説明欄にありますくまもと米トップ

グレード総合推進事業につきまして、熊本広

域大水害の発生によりまして一部で事業を実

施することができなくなりまして、減額する

ものでございます。 

 一番下の段、い業振興対策費につきまして

は、1,730万円余の増額でございます。これ

は、説明欄のくまもと畳表価格安定対策事業

におきまして、今後の畳表価格の動き次第で

は価格補塡に要する金額が予算を上回ること

もあり得ることが予想されますため、それに

備えましての増額補正でございます。 

 続きまして、資料32ページをお願いいたし

ます。 

 水田営農活性化対策費、１億4,000万円余

の減額でございますが、これらはいずれも事

業の確定に伴うものでございます。 

 まず、右側の説明欄１番の球磨焼酎等ブラ

ンド確立推進事業及び２番のくまもと型飼料

用稲生産流通モデル推進事業、これはいずれ

も需要要望が見込みを下回ったことによる減

額でございます。説明欄３番、熊本広域大水

害農業生産復旧支援事業につきましては、こ

の事業と一体的に国の事業を利用して補助金

の上乗せを行いましたけれども、一部の施設

あるいは農業機械が事業対象外となりました

ために、事業量及び事業費が予定よりも減少

したことによる減額でございます。 

 以上、農産課合計といたしましては、２億

3,100万円余の減額補正をお願いしておりま

す。よろしく御審議いただきますようお願い

いたします。 

 

○野口園芸課長 園芸課の野口です。よろし

くお願いいたします。 

 33ページをお願いいたします。 

 農作物対策費の４本の事業、説明欄にあり

ます野菜価格安定対策事業、それから木質バ

イオマス等エネルギー対策事業、次の段の魅

力あるくまもとブランド園芸産品づくり推進

事業、その次の熊本産カンキツ連年安定生産

出荷実証事業、それぞれ価格差補給金の交付

減あるいは入札残等によりまして、事業費の

確定に伴う減でございます。 

 園芸課合計で2,796万7,000円の減となりま
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す。よろしくお願いします。 

 次に、71ページをお願いいたします。 

 社団法人熊本県果実生産出荷安定基金協会

の運営状況でございます。 

 別冊で冊子があると思います。その中に、

１枚紙で簡単に概要をまとめておりますの

で、そちらのほうで説明をさせていただきま

す。中に１枚入っていると思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 この法人は、果実の安定的な生産出荷の推

進等を行うものでございまして、昭和47年に

設立されたものでございます。 

 事業年度が、４にありますように、10月１

日から翌年の９月30日までとなっておりまし

て、この時期の報告となっております。 

 会員は、中央果実協会と県と４県連、そし

て11単協による組織でございます。 

 ６番目の出資金ですが、本県の出資額１億

ということで、出資比率28.7％というふうに

なっております。 

 23年度の決算の概要でございますけれど

も、Ⅱの２の収支計算書にありますように、

まず一番上の事業活動の収支、この差額がマ

イナス1,600万円余、それから、次の投資活

動支出も含めた合計でも収支がマイナス550

万円となっております。 

 非常に運用益の収入が減少しておりまし

て、今後も増加が見込めない中で、収支の改

善のために管理費の不足分を会費で補おうと

いうことで、３カ年間の経過措置を設けて会

費を徴収するということは総会のほうで決ま

っております。その３年間は、特別基金とい

うものがございまして、そちらを取り崩すと

いうことで、中央果実協会のほうにも了承さ

れているところでございます。 

 裏をお願いします。 

 事業実績でございますけれども、交付準備

金造成事業、これは温州ミカンの価格低下が

確実と見込まれる場合に、加工原料用に仕向

ける取り組みに対して支援する事業ですが、

23年度は事業が発動されませんでしたので、

補給金の交付はありませんでした。 

 次に、一般補助事業でございます。 

 果樹経営支援対策事業、優良な品目または

品種への転換などに支援する事業でございま

す。23年度は、品種転換104ヘクタール、以

下、こういう事業合計で157ヘクタールを実

施しております。 

 (2)の果樹未収益期間支援事業でございま

すが、これは一定規模以上の優良品目・品種

への改植を実施した際の未収益期間に対して

支援する事業でございます。23年度は、改植

面積103ヘクタールに対して補助金が交付さ

れております。 

 (3)の果実加工需給対応産地育成事業、こ

れは長期契約数量を安定的に出荷するため

に、加工原料用へ拠出する仕組みに対して支

援する事業でございまして、23年度は、事業

費１億5,600万余に対して補助金4,900万が交

付されております。 

 その他、公益法人制度改革に伴い一般社団

法人へ移行する方針となっておりまして、25

年10月１日の登記、移行に向けて準備を進め

ているところでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いしま

す。 

 

○平山畜産課長 畜産課平山でございます。 

 資料の34ページをお願いいたします。 

 ２月補正の主なものについて御説明いたし

ます。 

 まず、４段目の畜産振興対策事業費のうち

の減額補正が9,600万円余でございますけれ

ども、説明欄２の熊本県馬刺冷凍処理促進緊

急支援事業は、馬刺の冷凍処理の取り組みを

促進するために、食肉業者が行う冷凍処理機

械等の導入について支援を行う事業でござい

ますけれども、食肉処理業者が冷凍機導入を

みずからが自己資金によりしたものが普及し

たために、9,500万円余の減額をお願いする
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ものでございます。 

 続きまして、35ページをお願いいたしま

す。 

 上段の畜産経営安定対策事業費は、１億1,

000万円余の減額をお願いするものでござい

ます。 

 内容につきましては、説明欄１の家畜畜産

物価格安定対策事業、肉用牛の子牛、肉豚、

鶏卵等の価格変動に対する農家の損失を補塡

するものでございますけれども、対象頭数の

減少によりまして2,100万円余の減額をお願

いするものでございます。 

 続きまして、説明欄３の豪雨災害畜産再建

緊急対策事業は、被災した放牧地の応急復旧

のための経営再建に必要な家畜の導入を支援

する事業でございますけれども、申請数が想

定を下回ったために3,600万円余の減額をお

願いするものでございます。 

 続きまして、説明欄４の畜産総合対策事業

は、自給飼料増産のための施設整備などを実

施する団体に対し、国庫補助を活用し助成を

行うとともに、畜産経営技術高度化を推進す

る事業でございます。今回につきましては、

要望額の減少に伴いまして5,000万円余の減

額をお願いするものでございます。 

 また、最下段の畜産経営技術高度化推進事

業につきましては、年度当初から委託をする

必要がございますために、債務負担行為の追

加をお願いするものでございます。 

 続きまして、36ページをお願いいたしま

す。 

 ３段目の家畜衛生・防疫対策事業費でござ

いますが、説明欄の１から４の事業につきま

して、事業費の確定または国庫内示減に伴い

減額をお願いするものでございます。 

 以上、畜産課分は、最下段の２億1,200万

円余の減額でございます。よろしくお願いい

たします。 

 

○荻野農村計画課長 農村計画課荻野でござ

います。よろしくお願いします。 

 それでは、主な事項につきまして説明させ

ていただきます。37ページをお願いいたしま

す。 

 中段の国営土地改良事業直轄負担金でござ

いますが、大野川上流地区の平成23年度事業

費が確定したことなどに伴う減額補正と債務

負担行為の追加でございます。 

 債務負担行為の追加は、大野川上流地区に

係ります23年度事業費が確定したことに伴い

まして、熊本県が国に対して平成25年度から

36年度まで分割して納付します国営土地改良

事業負担金でございます。 

 次に、38ページをお願いいたします。 

 上から３番目の農業農村整備調査計画費で

ございますが、事業計画作成業務委託等の入

札に伴う1,100万円の減額補正でございま

す。 

 その下の県営土地改良調査計画費でござい

ますが、国庫内示減等に伴う2,200万円の減

額補正でございます。 

 次に、39ページをお願いいたします。 

 上から２段目の団体営土地改良調査計画費

でございますが、国庫内示減等に伴う1,599

万円の減額補正でございます。 

 その下の農業農村整備推進交付金ですが、

本交付金で予定していた事業が、基盤整備促

進事業等他の補助事業に採択され、事業を振

りかえましたことから、4,563万7,000円の減

額補正を行うものでございます。 

 一番下の海岸保全直轄事業負担金ですが、

玉名横島地区における直轄海岸保全施設整備

事業の23年度事業費が確定したことに伴う3,

189万3,000円の減額補正でございます。 

 以上、農村計画課としまして、１億3,595

万3,000円の減額補正をお願いしておりま

す。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 
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○緒方技術管理課長 技術管理課緒方でござ

います。よろしくお願いします。 

 説明資料の40ページをお願いします。 

 中段の農業体質強化基盤整備促進事業費

で、総合評価方式事前登録審査業務に伴う債

務負担行為の追加でございます。 

 これは、総合評価方式を効率的に実施する

ことを目的にしまして、申請に基づく企業の

実績を審査してデータベースに登録する業務

でありまして、平成24年度に継続して業務を

行う必要がありますことから、３月中に契約

するがために債務負担行為の追加をお願いす

るものでございます。 

 以上、１件でございますので、審議のほど

よろしくお願いします。 

 

○大石農地整備課長 農地整備課の大石で

す。よろしくお願いします。 

 資料の41ページをお願いいたします。 

 農地総務費ですけれども、8,900万円余の

減額補正をお願いしております。 

 主なものとしましては、下から３段目の地

籍調査費で、国庫内示減によりまして4,300

万円余の減額補正でございます。 

 次の土地改良費ですが、７億4,600万円余

の減額補正をお願いしております。 

 主なものとしましては、次ページ２段目の

県営かんがい排水事業ですが、国庫内示減に

よりまして２億8,900万円余の減額補正で

す。 

 また、最下段の県営畑地帯総合整備事業で

すが、国庫内示減によりまして２億4,900万

円余の減額補正でございます。 

 また、次ページの最上段になりますが、県

営経営体育成基盤整備事業ですが、国庫内示

減によりまして１億6,900万円余の減額補正

でございます。 

 次の農地防災事業費ですが、６億5,700万

円余の減額補正をお願いしております。 

 主なものとしましては、次のページ２段目

になりますが、農地防災事業で、国庫内示減

によりまして２億2,500万円余の減額補正で

ございます。 

 また、次の段の農地保全事業で、同じ減に

よりまして３億8,600万円余の減額補正でご

ざいます。 

 次の農地災害復旧事業費ですが、25億4,50

0万円余の減額補正をお願いしております。 

 主なものとしましては、次ページ上段の現

年団体営耕地災害復旧費で10億200万円余の

減額補正でございます。これは、被災直後に

調査しました被害額をもとに算定しておりま

した予算を、国によります災害査定の結果に

基づきまして減額補正するものでございま

す。 

 また、次の段の現年県営耕地災害復旧事業

費につきましても、同じく、災害査定の結果

に基づきまして15億2,300万円の減額補正を

お願いするものでございます。 

 以上、農地整備課としましては、合計で40

億3,800万円余の減額補正をお願いしており

ます。 

 続きまして、条例等関係でございます。67

ページをお願いいたします。 

 事業の実施に伴いまして市町負担金を徴収

する必要がございまして、そのために議会の

議決をお願いするものですけれども、根拠と

なります法律の違いによりまして２件の議案

を提出しております。 

 まず、67ページが地方財政法に基づくもの

です。 

 事業名の欄の１、２に記載しております

が、単県事業として実施しております地域密

着型農業基盤整備事業で新たに実施する地区

が生じたこと、及び３から７に記載しており

ますが、県営耕地災害復旧事業で災害査定後

に国の補助率が確定したことから、それに要

する経費の一部を関係市町に負担していただ

くため、地方財政法第27条第２項の規定によ

りまして議会の議決をお願いするものです。 
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 次の68ページが土地改良法に基づくもので

す。 

 事業名の欄に記載しております広域農道に

おきまして、これまで道整備交付金のみを充

当しておりましたが、一部に一括交付金を充

当する地区が生じたことから、それに要する

経費の一部を関係市町に負担していただくた

め、土地改良法第91条第６項において準用し

ます同法第90条第10項の規定によりまして議

会の議決をお願いするものです。 

 農地整備課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課の河合でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 説明資料の46ページをお願いいたします。 

 林業総務費で3,800万円余の増額補正を提

案させていただいております。  

 まず、森林計画樹立費については、１億2,

300万円余の減額補正をお願いしておりま

す。 

 その主なものとして、説明欄１の森林整備

地域活動支援交付金事業で、事業費の確定に

より１億1,000万円余の減額補正をお願いし

ております。なお、当該事業は基金事業でご

ざいますので、今回減額した事業費は来年度

以降の事業実施に充てることとなります。 

 次に、森林保険事務取扱費でございます

が、森林国営保険の事務を年度当初から委託

する必要があることから、債務負担行為の追

加をお願いしております。 

 47ページをお願いいたします。 

 森林整備地域活動支援交付金基金積立金で

すが、国庫内示増等により9,100万円余の増

額補正をお願いしております。 

 水とみどりの森づくり事業費では、森づく

りボランティアネットの運営業務を年度当初

から委託する必要があることから、債務負担

行為の追加をお願いしております。 

 次に、森林整備促進及び林業等再生基金積

立金でございますが、6,000万円余の増額補

正をお願いしております。これは、前年度繰

越事業、不用残額の積み戻し及び運用利息の

増額によるものです。 

 48ページをお願いいたします。 

 林業振興指導費、森林病害虫駆除費、造林

費で、それぞれ事業費の確定により減額補正

をお願いしております。 

 49ページをお願いします。 

 県有林費でございますが、下段の県有林造

成事業費の事業費確定に伴う減などによりま

して、8,100万円余の減額補正をお願いして

おります。 

 50ページをお願いいたします。 

 林道災害復旧費、林務施設災害復旧費につ

きましても、事業費の確定によりまして減額

補正をお願いしております。 

 以上、森林整備課として7,300万円余の減

額補正をお願いしております。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○岡部林業振興課長 林業振興課岡部です。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 51ページをお願いいたします。 

 中段の林業振興指導費で１億5,560万円余

の減額をお願いしております。 

 最下段の林業構造改善事業費で1,383万円

の減額をお願いしております。これは事業費

の確定に伴う減額でございます。 

 52ページをお願いいたします。 

 林業労働力対策事業費で2,821万円余の減

額をお願いしております。これは、説明欄２

の林業就業参入支援事業や４の緑の雇用担い

手対策支援事業における入札残や変更契約に

よる事業費確定に伴う減額でございます。 

 53ページをお願いいたします。 

 下段の林業・木材産業振興施設等整備事業

費で7,393万円余の減額をお願いしておりま

す。これは、実施予定の事業について、昨年

度の補正予算により前倒しで実施したことや
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事業費確定により減額するものでございま

す。 

 54ページをお願いいたします。 

 上段の林道費で５億2,065万円余の減額を

お願いしております。 

 下段の林道事業費で４億3,169万円余の減

額は、説明欄１の県営林道事業につきまし

て、内示減や繰越事業による箇所の先行実施

などに伴います事業費の確定に伴い３億7,05

6万円余の減額を、また、３の大規模林業圏

開発推進事業においては、既設林道部分にお

いて大規模なのり面崩壊が発生しまして、工

事の延期を行ったことに伴う3,510万円の減

額によるものでございます。 

 55ページをお願いいたします。 

 同じく林道事業費の中で、中段の林業専用

道整備事業費につきましては、8,400万円の

減額をお願いしております。これは路線間の

事業費変更等による事業費確定による減でご

ざいます。 

 下段の林道災害復旧費で２億161万円余の

減額をお願いしております。これは現年林道

災害復旧費での査定結果や来年度での事業実

施に伴う減額であります。 

 林業振興課全体といたしましては、最下段

の８億6,940万円余の減額をお願いしており

ます。 

 林業振興課は以上です。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

 

○本田森林保全課長 森林保全課長の本田で

す。よろしくお願いします。 

 資料56ページをお願いします。 

 治山費で27億6,934万円余の減額補正をお

願いしております。 

 内訳としまして、治山事業費で２億6,049

万円余の減額となっております。これは国庫

内示減及び事業費の確定に伴う減でございま

す。 

 資料57ページをお願いします。 

 緊急治山事業、24億3,149万円余の減額に

なっております。これは、昨年の広域大水害

に伴い９月補正で増額いただいたものを、結

果、事業の実施箇所及び国の査定により減額

が生じたものでございます。 

 内訳としまして、まず待ち受け予算による

減額２億3,600万円余でございます。続きま

して、事業の実施箇所の減少、これが９カ所

ございます。用地承諾がどうしても得られな

かったということで、やむを得ず緊急での実

施を断念したところでございまして、８億1,

000万円余の減額となっております。次に、

国の査定結果減額となったものが13億7,300

万円余でございます。なお、この査定減のう

ち８億7,000万円余は、治山激甚災害特別対

策事業で実施することとしております。 

 続きまして、単県治山事業費でございま

す。1,166万円余の減額となっております。

これは森林保全施設管理整備事業の財源更正

及び林地崩壊防止事業の事業不採択に伴う減

でございます。なお、不採択箇所について

は、単県治山事業で対応することとしており

ます。 

 次、58ページをお願いします。 

 保安林整備事業で6,527万円余の減額とな

っております。これは国庫内示減によるもの

でございます。 

 続きまして、治山施設災害復旧費で３億97

1万円余の減額補正をお願いしております。

これは、昨年の大水害で発生しました治山施

設の災害復旧に伴うものでございまして、国

の査定結果、一部の事業が25年度事業に送ら

れたことによる減額でございます。 

 以上、森林保全課、最下段、30億7,777万

円余の減額補正をお願いしております。御審

議のほどよろしくお願いします。 

 

○平岡水産振興課長 水産振興課の平岡でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 
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 資料の59ページをお願いいたします。 

 まず、中段の水産業振興費でございます。 

 浅海増養殖振興事業費では、397万円余の

債務負担行為の追加をお願いしております。

これはクマモト・オイスターの生食用カキが

食品衛生法で定められた規格基準に合ってい

るかどうか検査を行うものでございますが、

その業務を委託する際に、今年度中に契約を

行う必要があるためでございます。 

 最下段の水産資源保護育成事業費では、20

0万円の減額補正をお願いしております。こ

れは説明欄にありますように、昨年の広域大

水害の県単の対策であります漁場機能回復等

緊急対策事業のうち、アサリ増殖活動支援に

関する事業の一部が、12月補正でお願いしま

した国庫の支援がある別の事業へ移行したこ

とに伴う減額でございます。 

 次に、60ページをお願いいたします。 

 上段の栽培漁業事業化促進事業費でござい

ますが、1,626万円の減額補正をお願いして

おります。 

 説明欄１のみんなで育てる豊かな海づくり

事業につきましては、国の予算減に伴う受託

事業収入の減によるもので、説明欄２の有明

海再生調査・技術開発事業につきましては、

国庫内示減に伴う減額でございます。 

 続きまして、中段、債務負担行為の追加で

ございますが、これは水産動物の種苗生産等

を委託する際に、今年度中に契約を行う必要

があるためで、１億4,708万円余をお願いし

ております。 

 最下段の漁業調整費でございますが、902

万円余の増額補正をお願いしております。ま

ず初めに、職員給が1,085万円余の増でござ

います。続きまして、61ページをお願いいた

します。説明欄２の漁業調整委員会報酬の

減、そして、３の海区漁業調整委員会運営費

及び４の漁業及び水面利用調整事業が、とも

に国庫内示減に伴う減額となっております。 

 以上、最下段でございますが、水産振興課

としましては、総額4,336万円余の増額補正

をお願いしております。御審議のほどよろし

くお願いいたします。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。よろしくお願い申し上げます。 

 資料の62ページをお願いいたします。 

 補正予算のうち、主なものを御説明いたし

ます。 

 まず、中段の沿岸漁場整備開発事業費で90

0万円の減額補正を行っておりますが、これ

は熊本広域大水害で白川及び菊池川の堆積土

砂の対策工事を行うものとして12月補正で計

上していた水産環境整備事業費に係る事務費

の一部を、３段目、事業費の職員給与費の人

件費として内容更正を行うものです。 

 次に、下段の漁港建設管理費で５億600万

円余の減額補正を行っております。これは主

に入札残等による事業費確定に伴う減や国庫

内示減に伴う減となっており、主な内容につ

いて御説明いたします。 

 まず、63ページの２段目の漁業集落環境整

備事業費、３段目、漁港関係海岸保全事業

費、次ページをお願いいたします。３段目の

漁村再生整備事業費でそれぞれ減額補正とし

ておりますが、これは主に市町営事業の事業

費確定に伴う減や国庫内示減によるもので

す。 

 次に、65ページをお願いいたします。 

 中段の水産流通基盤整備事業費で３億1,20

0万円余の減額補正を行っておりますが、こ

れは県営の牛深漁港整備事業に係る予算とな

ります。 

 牛深漁港の整備につきましては、現事業計

画が今年度で終了し、来年度より新たな事業

計画へと移行するため、現事業計画の最終年

度に当たる本年度分の工事発注に伴う入札残

金や減額変更により生じた工事費の減額によ

るものです。 

 次に、下段の水産生産基盤整備事業費で１
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億1,900万円余の減額補正を行っておりま

す。これは主に県営の御所浦漁港の整備に係

る事業費で、国庫補助金の内示減によるもの

です。 

 最下段をお願いいたします。 

 記載のとおり、漁港漁場整備課といたしま

しては、総額で５億2,224万円の減額補正を

お願いしております。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 

 

○松田三郎委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、議案等について質疑を受け

たいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○堤泰宏委員 減額の額が何か大き過ぎるよ

うな気がするとですよね。計画を立てるとき

に、もうちょっと緻密にせないかぬとじゃな

いかなというのが１つと、それから、私は以

前にこの委員会におったんですけれども、皆

さんの事業の内容、これが非常に細かいです

ね。もう小さくぶった切ってあって、何が何

やらわからぬようなところがいっぱいありま

すもんね。現在の農業情勢、まあ漁業は置い

て――僕は漁業のことはあんまりわからぬで

すけど、農業情勢が大抵厳しい中に、こうい

う細切れで皆さんが仕事をされとっても、農

家の人は全く理解ができぬし、何を受け入れ

ていいのか、どういう予算で自分たちの農業

が活性化されるのか、これは農家は全くわか

らぬと思うですな。農家の人に、中にはわか

る人がおるかもしれんけれども、一般の農家

はこれはわからぬですな。 

 そして、最初申し上げたように、予算編成

が非常に僕はずさんと思うですね。111億

か、桁違いだもんな。１億ぐらい見込み違い

というなら、まあ10億でもいいですよね。そ

ういうあれで、誰に聞くというのはないけ

ん、部長でしょうな。 

 

○松田三郎委員長 まず、１点目のほうです

ね。減額の額が大きいというのを、じゃあま

とめて国枝課長から御説明をお願いします。 

 

○国枝農林水産政策課長 政策課でございま

す。 

 ただいまの先生からの御指摘があった減額

についてということでございますが、全般的

なお話として２点御説明申し上げたいと思い

ます。 

 １つは、２月補正予算では、毎年事業の実

施状況とそれから国庫内示等によりまして減

額補正を行うというプロセスを経ております

が、今年度の２月補正におきましては、特に

災害関連の減額補正が非常に大きくなってお

ります。 

 災害関連につきましては、先ほど各担当課

のほうからも説明がございましたけれども、

まず待ち受け予算でそもそも予算が設定して

あるものもございますし、また、予算を補正

予算で計上するに当たりまして、被害額でま

ず予算を策定いたしまして計上させていただ

いております。これを後に災害査定で実際に

事業費が確定いたしましたりとか、またそれ

で補助率も変わってくるということがござい

まして、特に今年度につきましては、災害が

あった関係で減額が大きくなっているという

面がございます。 

 また、そのほかにも、各事業の予算の編成

の仕方で国への要望をどういうふうにやるか

というところもございますので、若干多目に

要求をしているという面もございますが、例

えば農林水産政策課の関係でいいますと、先

ほど御説明申し上げましたが、例えば競争的

資金については、あらかじめ要求をしておい

て、実際にとれなかったものもあるというも

のも出てくるのはやむを得ない面もございま

して、そのあたりはなるべく予算に近いよう

に執行していくのは当然でございますが、や

むを得ない面が今年度は特に大きかったとい
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う面で御理解いただければというふうに思い

ます。 

 もう一つは、ちょっと予算編成のことでご

ざいますけれども、今回御説明いたしました

この予算の説明資料につきましては、これは

予算書に応じまして、目によってこの資料を

作成するということになっておりますので、

それが毎年毎年変わるものではございません

ので、その点はちょっとわかりにくいという

面はあるかもしれませんが、具体的にどうい

う事業をやっているかにつきましては、この

予算の説明資料とはまた別な形ででも、各農

家の方なり団体の方なりには説明をしていく

ということになりますので、そういう説明の

わかりやすさという点については、今後もさ

らに検討していきたいとは思います。 

 

○堤泰宏委員 今から何年前だろうかな、農

業が一番元気がいいころは、専業農家が17万

戸ぐらいあったですよね。今はもう本当の専

業農家はどれだけありますかね。県の数字で

は２万とか２万2,000とかいうかな。実際の

専業農家はその半分ぐらいと思うですな。そ

ぎゃん中で、この課の数の多さがですね。私

は１回言うたんですよね、農家は減るけど、

県の農水の職員の数はふえるばかりじゃない

かというてですね。 

 今国枝課長からの説明、十分わかったです

が、農家とそれから振興局の県の職員さんた

ちの直接な接触もあると思うですよね。です

から、やはり本当に農家が求めておるという

こととこの予算の編成というのが、果たして

どれぐらい整合性があるかというのは、ちょ

っと心配な気がしますもんね。 

 根本的には農家の数がもう大激減をしてお

ると。平均年齢が60何歳という熊本県の農業

の実態を、もう少し分析して何かやっていた

だきたいなと思うですね。これはマンネリじ

ゃいかぬですもんね。去年、おとどし、３

年、10年前のことを全く同じく踏襲して、そ

して農家所得は減る、後継者はいない、農家

の数は減る、県の担当部署の職員はふえ続け

る、何か僕はそういう感じがしますので、も

う一回ちょっと説明してくれんですかね。 

 

○福島農林水産部長 今堤先生がおっしゃっ

たことの直接的なお答えになるかどうかあれ

ですけれども、職員数は、我々課の数は、農

林水産、合体しましたものですから、農政部

という時代と林務水産としていた数とはちょ

っとストレートに比較できないと思っており

ます。ただ、職員につきましては、毎年度、

県庁全体での削減の計画も持っております

し、それと連動した形で職員数も削減してき

ておりますので、かつて私が10何年前に農政

部に在籍した時点とは、また事務職も技術職

も違いまして少なくなっております。 

 そうした中で、やはり先生がおっしゃるよ

うに、農家のニーズをしっかり捉まえて、そ

して施策を打っていくということが大事だと

思っていますので、私がおりました10何年前

とはまた今は違っておりまして、例えばです

けれども、農地を集積して、特に土地利用型

の効率化、コスト削減とか図っていく施策に

重点化しているとか、担い手について、確か

に高齢化とか少なくなっていますけれども、

中心になって農業を農業として経営していっ

て、農業を支えていく農家についてしっかり

応援する、新規参入も促すために国の施策

も、例えば今度の新規参入を支援するような

取り組みへの資金もあり、交付金もあります

けれども、単県でもそういう措置も早目にし

たりとか、そういう形で取り組んでおるつも

りでございます。 

 ただ、100％すぐちゃんとマッチングして

なっているかどうかというのは、そういう点

はやはり日々検証していくことが、先生おっ

しゃるように、大事だと思いますので、引き

続いてしっかりそういう検証をしながら、何

に重点化したらいいのかとか、どういうとこ
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ろに予算化したり手当てしたらいいのかと

か、職員を配置したらいいのかとかいうこと

は、十分今後も考えていきたいと思っており

ます。 

 以上でございます。 

 

○前川收委員 まず、これは質問じゃありま

せんけれども、熊本のお米が食味で日本一と

いうことで、上位１、２位を独占したという

ことで、非常にうれしいニュースであります

し、ぜひそのことが米の値段に転嫁されて、

ブランド米として高い米で売れるような工夫

もしていただければというふうに思っていま

すし、そのことが農家の利益につながるよう

にぜひ頑張っていただきたいと思います。そ

ういう品種をつくって、それから普及してい

く、その過程において県の果たしてきた役割

は非常に大きかったというふうに思いますの

で、高く評価をしておきたいと思いますし、

今後もその努力を続けてもらえればというふ

うに思っております。 

 それとは全然違う質問なんですけれども、

水とみどりの森づくり税、今回４ページの基

金積み立てが上がっておりまして、当初では

補正前の額としては13万9,000円だったです

かね。その後、4,945万7,000円の補正という

ことになりますが、もともと法定外目的税と

いうことで熊本県だけの、だけというか、他

県もやっているところはたくさんあると思い

ますけれども、熊本県の法定外目的税で、県

民１人当たりたしか500円だったですかね、

県民税に上乗せして税金を納めていただいて

いるということでありますので、トータルと

しては今４億9,000万円を超える税金が来て

いるということだというふうに思いますけれ

ども、これが運用上補正前の額が13万9,000

円しか積み立てに来てなかったということ

で、基金積み立て残金というのはどの程度今

残っているのか。基金の残金ですね。 

 私の認識でいけば、基金方式に一応はして

ありますが、毎年、その予定の額は、その果

実運用じゃなくて、基金そのものの取り崩し

の中で運用しているというふうに思っており

ましたので、その基金の動きがどうなってい

るのか、それをちょっと説明してもらえれば

なというふうに思います。これは課は一応政

策課になっていますけれども。 

 

○国枝農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 森づくり税の全体につきましては農林水産

政策課のほうで所管しておりますので、私か

ら報告させていただきます。 

 基金の積み立て状況でございますけれど

も、25年３月現在で5,853万円ということに

なっております。 

 森づくり税の基金を使った事業につきまし

ては、税収を原資として行うものでございま

して、徴収された税金につきまして、一旦一

般会計に入れまして、これを財源として事業

を実施するものということになっておりま

す。 

 税収がその事業執行額を上回る場合には、

その基金に積み立てまして、逆に、その事業

執行額が税収を上回る場合には、不足分を基

金から取り崩すという仕組みになっておりま

す。 

 

○前川收委員 ということは、これは基金残

高が少しずつふえてきているわけでしょうか

ら、残高というんですかね、執行額が少しず

つ減って、要は余った分がこっちに振り入れ

られてきているということだろうと思います

ので、少しずつ余っているのかなということ

で、事業費が減っているのか税収がふえてい

るのかがちょっと見えないんですね。 

 トータルで幾らぐらい税収が上がって、事

業費ベースでは幾らぐらい使っているのか、

わかります。わかるはずですよね、もちろ

ん。 

 - 18 -



第７回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成25年２月27日) 

 

○国枝農林水産政策課長 24年の６月補正後

でいきますと、これはハード事業とソフト事

業を合計しまして４億5,000万円程度の予算

となっております。これは予算でいきます

と、平成23年度に比べまして100.6％で、そ

う変わっていないところでございます。 

 

○前川收委員 税収のほうはわかりますか。

基金税収、森づくり税で入ってきた入りのほ

うは。 

 

○国枝農林水産政策課長 税収が……ちょっ

と今出てきませんので、後で御報告させてい

ただきます。 

 

○前川收委員 わかりました。 

 なぜそれを聞いているかというと、毎年毎

年県民の負担で、お１人県民500円ずつ県民

税の上乗せの法定外目的税として創設して、

たしか５年間を１回延長して、今７年目か８

年目ぐらいなのかなと、勘ですけれども、正

確な数字はわかりませんが、やってきている

わけでありますから、皆さんの税金がこうい

う事業に使われて、こういう成果が出てきて

おりますということをきちっと報告しながら

やっていかなきゃならない。たしか５年間で

切れるやつで、あと２年ぐらいでまた一回切

れるんだろうと思います。 

 これはあくまで法定外のやつでありますか

ら、県が決めていいわけですから、今後５年

間、次の５年が来たときにどうするかという

部分の根拠が、何に使われ、どういう成果が

あったかという部分に直結してくるというふ

うに思っていますので、その辺の広報が最近

少し見えづらくなっているなという感じがし

ておりまして、森づくり税でやっている事業

については、きちっと県民の皆さん方にわか

りやすく、もちろん森林整備がメーンであり

ますけれども、それ以外の水とみどりとい

う、まあこれは目的税ですから何にでも使っ

ていいわけじゃありませんので、きちっと目

的を特化した形の中でしか使われないという

ことであろうと思いますから、それ以外の部

分に使うということは許されないわけであり

ますので、そういった部分もきちっとしてや

っていただければと思いますが、その税収分

をやっぱり使い切る努力をしなきゃいけな

い。ただし、足りないときもあるから、年次

の計画でいくと、要するに県民税が上下すれ

ば、この目的税も上下していくということで

はないですね。納税者の数がふえればふえる

し、納税者の数が減れば減るということです

よね。 

 県民税を払うかどうかというのは、やっぱ

り景気に左右されるということだろうとは思

いますけれども、その部分が年次ごとにきち

っと合っていかないとやっぱりいかぬと思う

ので、あんまり基金だけに入っていって、基

金が巨大になってくると、目的税そのもの

の、用途のほうの意義が問われてくると。そ

れは額が過剰じゃないか、下げろとか、そう

いう話もあるわけですから、その辺のところ

はどうなっているかをちょっと聞きたかった

んですね。だから、入りはどうなっていま

す。税収としてはどの程度上がっているんで

すか。 

 

○国枝農林水産政策課長 ちょっと推移、細

かいデータは持ち合わせておりませんが、税

収規模は、今年度につきましては４億8,000

万ということで、大体平年並みということに

なっております。 

 先生先ほど申し上げられましたが、これは

平成17年度に導入をされておりまして、こと

しで７年目ですか、になりますが、１度５年

後の見直しということで平成21年度に見直し

をさしていただきまして、取り組みの成果と

今後の取り組み方針について検討を行って、

今第２期ということでございます。 
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 県民向けへのＰＲということなんでござい

ますが、これにつきましては、水とみどりの

森づくり税ＰＲ事業ということで事業を組ん

でおりまして、24年度には200万円程度組ん

でおりまして、県民向けへのテレビとかラジ

オを通じた広報によりまして税事業等の周知

を図っておるところではございます。 

 この内容につきまして、第２期にどういう

事業をやっているか、また、今後どうしてい

くかということにつきまして、また今後検討

もしていくと思いますので、これについては

周知、広報をさらに充実してやっていきたい

というふうに考えております。 

 

○前川收委員 ４億8,000万の税収見込みが

あって、予算は４億5,000万しか使ってなか

ったわけですかね、今の話でいけば。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課の河合でご

ざいます。 

 若干補足的になりますが、御説明させてい

ただきます。 

 水とみどりの森づくり税につきましては、

当該年度の税収、またはそのときに実施しま

して余った金額につきましては、一度基金に

積み立てさせていただきます。翌年度以降、

翌年度の税収見込み及びその基金より予算額

が上回った場合は、その基金に造成した金額

も合わせた予算を組ませていただいて事業を

執行させていただくと。 

 また、事業実施の結果によって予算が余っ

た場合といいますか、残額が出た場合につい

ては、また基金に積み戻すという形でやって

おりますので、基金が毎年度の税収に応じて

膨らんでいくという形ではなく、その基金に

造成した分も合わせて翌年度以降の事業の執

行に使わせていただいておるという仕組みに

なってございます。ということが１点でござ

います。 

 それと、普及啓発という観点では、当課で

実施してございます森林環境教育だとか、あ

と非常に管理が行き届かなくなっている部分

の森林の間伐等もこの事業で行わさせていた

だいております。 

 そのような事業を実施する場合には、当該

箇所におきまして、これは水とみどりの森づ

くり税を活用させていただいた事業だという

ことを明示するような看板であったり、ま

た、森林整備を行った場所では、そういう標

柱を立てさせていただいたりだとかというこ

とで、県民に対する――その事業の実施のみ

ならず、そのほかの方が見ていただいてもお

わかりいただけるような形で周知を図ってお

るところでございますが、なかなか完全に浸

透していないところもございますので、その

点につきましては今後も努力してまいりたい

というふうに考えております。 

 

○前川收委員 水とみどりの森づくり税を法

定外目的税としてつくるときに、非常に深く

かかわった者の一人でありまして、当時、相

当増税なので県民から批判が出るのかなとか

お叱りをいただくのかなという思いを持ちな

がら、その事業に議員の立場で取り組んでき

たことを思い出しておりましたが、あの当時

のことを振り返ると、もちろん増税だから嫌

だという意見は一部ありましたけれども、大

勢的にはほとんど影響がない、県民の皆さん

方の理解が非常に、こういう増税をする割に

はスムーズだったということを私は記憶いた

しておりまして、それの背景というのは、や

っぱり環境を守っていかなきゃならないとい

う国民的な意識の強まり、温暖化の話があっ

たりとか、そういったものが背景として、そ

れから、現場で山を見ている人たちが、山が

荒れていることをやっぱり実体験で見ていら

っしゃるという部分もこれはあったのかな

と。森林が荒れているということが、もうみ

んなが目で見てわかっているというような部

分もあって、そういう事業が、500円を上乗
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せする法定外目的税が認めていただいたとい

うことであります。 

 もう５年経過して７年ということでありま

すから、そろそろそういった部分の総括もし

ながら、なお――私は継続していくべきだと

基本的には思っておりますけれども、きちん

とその成果が見える形を、今答弁の中でまだ

まだ足りないとおっしゃったわけであります

から、それをやっぱりきちっとやってもらい

たいということが１つと、それから、やっぱ

り他県ではやっていない県もあると思いま

す。ほとんどの県が今はもうやり始めたとは

思いますけれども、それからすれば、やっぱ

り県民の皆さん方に答えを出していかなきゃ

ならない、責任が大きい事業だということの

認識を持って取り組んでいただければと思い

ます。御答弁は要りません。 

 

○松田三郎委員長 ほかにありませんか。 

 １点、私からちょっと確認といいますか、

農地・農業振興課関連です。 

 耕作放棄地等々が書いてありますが、これ

は一部新聞にも報道されましたが、私もよく

問い合わせがあるところで、いわゆる農地を

守らなければならない、片方では、熊本県と

して、特に新エネルギー、ソーラー――まあ

メガに限らずでしょうけれども、ソーラーの

普及を推奨しているということは、多少農地

を守るというのを柔軟に解釈してでも、同じ

県の組織でございますから、商工サイドから

すると、そうしたいという要望、欲求もある

んだろうと思います。また、農林サイドから

すると、いやいや、そうは言われてもソーラ

ーだけ特別扱いはできませんよというような

立場なのかもしれません。 

 これは余談ではございますが、前々回の知

事の定例会見の中で、国が新エネルギーを推

進するのに法律が障害となるのはけしからぬ

ような発言をなさったと。それに関連して、

ある記者から、じゃあ第１種農地も転用でき

ますかと言ったら、それは何とかなるでしょ

うというようなことをおっしゃったやに聞い

ております。 

 まあ、一般の感覚、県民の感覚もそうなの

かもしれません。ただ、冒頭申し上げました

ように、同じ県の組織で、片方は新エネルギ

ー、ソーラー普及をさせよう、片方は農地を

守ろうという中で、個別に県内でも幾つもこ

ういった案件、農振除外とか転用とかという

のがあちこちで出ているということを聞いて

おります。 

 県の内部での整理、とりわけ課長にも、極

端に言うならば、やっぱりちょっとソーラー

のことも考えなんけん柔軟に考えますという

立場なのか、あるいは、いやいやソーラーと

言われても、きちっとして守らなければなら

ないので、それはきちっとした制度あるいは

制度の運用をやっていきますというような整

理なのかをちょっと確認させていただきたい

と思います。 

 

○船越農地・農業振興課長 農地・農業振興

課の船越でございます。 

 今委員長さんのほうからありましたけれど

も、平成21年に農地法の改正がありまして、

優良農地を守っていくということで、いわゆ

る１種農地でございます。これは10ヘクター

ル以上の広がりがある優良農地ということで

ございます。それと、１種農地の考え方とし

ては、それに加えまして、例えば５ヘクター

ルでも、過去に公共投資ですね、圃場整備と

か土地改良事業、ああいったところは１種農

地というふうに言っています。そういうとこ

ろは非常に厳しいことはあるんですけれど

も、ただ、現在は、例えば２種農地とか３種

農地がございます。市街化区域の中とか、そ

れと、例えば10ヘクタール以下の非常に高度

な機械が使いにくい場所、こういったところ

は申請が現実相当あっておりまして、昨年７

月以降、相当な数になっていまして、数字で
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言いますと、きのう現在で大体73件程度申請

があっております。許可をしております。こ

れがおおむね２種と３種の農地なんですが、

全体で10ヘクタール程度になります。メガに

しますと8.9メガとか。これは相当九州でも

鹿児島県と大体１、２番を争うぐらいの数で

あります。ということで、使える農地と３種

とか２種あたり、今後とも上がってくると思

っています。 

 先ほどちょっとありましたけれども、国の

ほうでも、今後農地全体の使い方をどうして

いくのかということで、太陽光発電に絡ませ

て、本年度をめどに検討中というふうに聞い

ております。 

 それと、この１種農地とか２種とか３種と

かと違う概念ですけれども、知事のほうから

もあったかと思うんですけれども、耕作放棄

地でございますね。例えば、戦後開かれたと

ころとか、今後、極端に言いますと、未来永

劫なかなか農地として使うことはないであろ

うというところが、県内全体に大体9,200ヘ

クタールございます。こういったところを活

用していくということも考えないかぬという

のも、知事が会見でおっしゃられたこともあ

るかと思います。１種農地、２種農地、３種

農地、こういった概念とは別に、いわゆる耕

作放棄地ということです。 

 ということについて、ほかの用途が一応考

えられないかということで、従来ですと、例

えばクヌギの林に返すとか、景観木に変える

とかそういったところ、耕作放棄地でちょっ

ともう使えないところを、例えば企業の用地

にするとか歴史があったんですけれども、こ

れに加えまして、例えば太陽光発電もあって

も当然いいと思っていますし、そういった考

え方でいければというように考えています。

決して農地だけん絶対だめということは全然

考えておりませんけれども。 

 

○国枝農林水産政策課長 政策課でございま

す。 

 １点だけ補足というか、関連事項を御説明

させていただきます。 

 前政権のときに、農林水産省のほうから、

いわゆる再生エネルギー法案という法案が出

まして、これは結局廃案になりましたが、こ

の法案について、やや世の中的に誤解をされ

ておるのは、あの法律案自体は、農地法等の

農地に関する規制を緩和する中身の法案では

ないということでございます。あくまで現行

の農地法の規制等にのっとった上で、耕作放

棄地等について、使えるものは手続のワンス

トップ化を図ることで推進していこうという

趣旨の法律案であったというふうに認識して

おります。 

 この法案は廃案になりましたので、また新

しい政権でこの法案についてどう取り扱うか

検討しておるというふうには聞いております

が、そこについて、大きな、少なくとも法律

上の制度改正がなされる方向という話は聞い

ていないところです。 

 ただ１点、今船越課長のほうからもありま

したが、規制緩和改革という観点で地方から

の――熊本県は入っておりませんが、各県か

らの要望ということで上がっておるというこ

とも実際ありまして、そちらのほうでの検討

が今後どうなるかというのは、また現政権の

ほうで検討されるというふうに聞いておりま

すが、いずれにしてもその新エネルギー政策

につきましては、必ずしも農地だけをターゲ

ットにしたものではないというふうにも考え

ておりますので、そこは全体として調和がい

くように考えていくべきものというふうに考

えております。 

 

○前川收委員 関連でいいですか。今松田委

員長からお話があったとおりで、県内にニー

ズはたくさんあっても、農地法で守られてい

て、農振解除ができないからつくられない、

ソーラー発電できないという話がたくさんあ
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りますね。それは、結局、今課長がおっしゃ

ったように、３種とか２種とか４種とか、よ

くそこら辺の区切りは私わからないんですけ

れども、県の裁量でやれるところは県の裁量

でできるんだろうと思うんですね。 

 ただ、問題は、今政策課長がおっしゃった

とおりで、国が許可権を持っている部分で国

がきちっと固めている部分は、去年の廃案に

なった民主党の法律であっても、手続が簡素

化されるというだけであって、農地を守ると

いう概念は全く変わっていないということ

で、その法律が通ったからといって、今熊本

県内でここにつくりたいとおっしゃっている

１種農地の中の施設は今でもつくれないとい

うのが現実だというふうに私も認識しており

ます。 

 ただ、それは国の法律の話なので仕方ない

ということじゃなくて、県から見て、いかに

１種農地であろうとも、やっぱりここはどう

考えても、一般常識で考えれば、それは20年

か30年前には国費も入れて農地改良とかいろ

んなことをやったかもしれないけれども、現

状においてもう何十年も使われていないと、

しかも、この後使われる見込みもない耕作放

棄地が、そういうくくりがあるがゆえに何も

使われていないという状況よりも、やっぱり

エネルギー政策に資する施策をとったほうが

いいというふうに思っていまして、実は個人

的には、これは意見書か何かをつくらないと

国に上げられないというふうに思っていたん

ですよ。 

 それで、ぜひ県にお願いしたいのは、１種

農地で守るべき農地と、それから、１種農地

でも――国の法律は守れということですけれ

ども、１種農地でも過去に土地改良の予算が

入ったり、国費が入ったり、補助事業をやっ

た事業があったところであっても――全部い

いとは言いませんよ。一定の基準というんで

すか、このくらいだったら、こういう現況と

過去、例えば５年でそうなったから、５年前

に事業をやったところをすぐソーラーにしろ

とか、そんなむちゃなことは当然できないと

思いますので、何年ぐらい経過して、もう現

況ではこういう形でほとんど農地としては活

用されていないという一定要件があれば、そ

ういうところであっても解除していいんじゃ

ないかということが１つ。 

 もしくは、農地法の概念からいけば全然違

うかもしれませんけれども、そのままでも、

仮にソーラーの場合は普及は簡単なんです

ね。要するに、土地の形状を大きく変えなく

とも、ソーラーパネルを置くだけという形が

済めば、一定の役割を終えた後にまた農地に

復旧できるということもソーラーの場合はや

りやすいので、そちらの線からでもいいんで

すけれども、そういったものを考えて、県と

しての考え方を一回示してもらえればと思い

ます。今知事がおっしゃった発言との整合性

の中でですよ。お願いします。 

 

○松田三郎委員長 ほかにありませんか。―

―なければ、これで質疑を終了します。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第８号、第９号、第15号、第23

号及び第24号について、一括して採決したい

と思いますが、御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○松田三郎委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外５件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○松田三郎委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外５件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 これで審査を終了いたしましたが、その他

を用意いたしております。 

 なお、今定例会では、後日後議分の委員会

がありますので、本日はお急ぎの案件につい

てのその他のみの質疑をお願いしたいと思い
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ますが、まあ余り限定するつもりはございま

せんが、その他何かございませんか。 

 

○前川收委員 後の委員会では、多分内容が

盛りだくさんでその他の時間は短くなると思

いますので、１つだけ。 

 これは、以前、自民党の政審会でも話をし

たんですけれども、海砂利採取の問題があっ

て、もともと１業者が違法操業をやってい

た、そこを操業停止までやった、また免許は

戻した。その後に出てきた話は、違法操業、

つまり認められた量以上の採取を行ってきた

業者が４業者中２業者あったという話があっ

て、もう無法治状態というんですかね。海の

中だからわからないからかもしれませんけれ

ども、非常に業者の許可、今許可制度でやっ

ているその海砂利採取というのが、秩序が守

られていないという状況についてお話をしま

した。 

 熊本においては、八代海、有明海の環境保

全ということで、有八特措法という法律まで

国がつくって、有明海、八代海を守ろうとい

う趣旨で話をしていっているわけであります

し、さらには、ことしは、そのときも言いま

したけれども、全国海づくり大会ということ

で水俣で海づくり大会をやるという前提の中

で、片方じゃ違法操業をやっていて、海底を

荒らしてしまったという状況があって、漁業

振興と全く整合のないような状況になってし

まっているというふうに私は思っています。 

 それで、もちろんみお筋を掘ったり、航路

をつくったり、もしくは覆砂をやって漁業振

興をやるという部分について、どうしてもと

らざるを得ない海砂利をとって覆砂に利用す

るということは合理的だと思ってますが、そ

れ以外の部分について、有明海の他県におい

てはほとんど海砂利採取を許可制ではやって

いないという状況の中で、この後許可制の海

砂利採取をどうしていくのかという部分は、

やっぱり私は、海づくり大会を前にして、熊

本県がきちっと全国に規範を示さなきゃなら

ないタイミングがもう来ているというふうに

思っておりまして、その点について、部長、

どうお考えなんですか。 

 

○福島農林水産部長 新聞等にも報道されま

すし、今前川先生もおっしゃったようなこと

だと思っております。 

 まさに、長い、平成12年とか、その当時か

らの長い歴史を踏まえて現在の許可制度、そ

れから削減計画もできておりますし、議会と

一緒になってつくり上げてきたものでありま

すので、当然、このような形で業者が違反操

業したというのは、非常に憤りといいます

か、そういうものを感じております。そして

また、県がそれをきちっと見抜けなかったと

いうか、その点も反省すべきことだと思って

おります。 

 そして、今先生がおっしゃいましたよう

に、一方では海づくり大会等も控えておりま

すし、それはまた別にしましても、長年のそ

ういう環境の保全、それから、一方では水産

としての活用というのが両方きちっと成り立

っていくようにと取り組んできたわけであり

ますので、それはやはりちゃんと育てていか

なんのかなと思っております。 

 我々農林水産部としては、水産振興の面か

ら考えましても、例えばアサリをふやすため

の覆砂、作澪は絶対必要でありますし、ま

た、漁港から出入りするためのそういうふう

な航路的なもの、それからみお筋とか、そう

いうものは大事だと思っておりますので、そ

れはもう不可欠なものだと思っておりますの

で、一方では、とることは負荷をかけている

――どうしてもかかります。だけど、一方で

は、そういう面からの不可欠な取り組みとい

うのが必要だと思っております。 

 御存じのとおり、我々のところだけで検討

してもなかなか難しゅうございます。許可を

持っています土木部、それから商工観光労働
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部、そして、有明海、八代海、この特措法全

体も含めまして取りまとめている環境生活

部、一緒になってＰＴという形で今議論を詰

めております。 

 時期は、先生がおっしゃるように、なかな

かない時間の中でやっぱりやっていくべきだ

ろうと思っていますので、我々としては、今

後のそのＰＴの中での次期計画の検討とか、

水産への影響なんかについてもきちっとお話

をして、そして、かつ必要なものはやはり水

産業という面から活用していくことは必要最

小限要るんだということもお話をしながら、

一緒になってまとめていきたいと思っており

ます。 

 以上でございます。 

 

○前川收委員 多分、わかったのがその数件

であって、想像ですけれども、過去において

も、ずっと多分これは慣例的に許可された以

上に――もう今さら調べてもわからない話で

しょうけれども、恐らく県民は、ほとんどの

方がそうしていたんだろうと、今回の事情を

見れば、思っていますよ。思ってない人はい

ないと思います。それは、ここ２～３年だけ

やったはずはないと、過去においてもずっと

そうやってきたんだと。それを考えると、何

のためにこの議会で特別委員会までつくっ

て、有明海、八代海の再生特別法なんていう

話までやって、国に話をしながら、漁業振興

をしっかり、豊かな海を取り戻そう、宝の海

を取り戻そうと言いながら頑張ってきた一方

では、もう海底を荒らしまくって海砂利をと

って、その材料をおかに揚げてお金にかえて

いたという事実もあるわけですから、そんな

ことは全くもって自己矛盾の話でありますか

ら、ここはやっぱり思い切って、県民の皆さ

ん方が納得できて、我々ももちろん納得でき

る思い切ったやり方をしないと、過去の慣例

にとらわれてなんて言っていたら、こういう

悪い習慣は直りませんよ。そのことを要望し

ておきます。 

 以上です。 

 

○松田三郎委員長 ほかにありませんか。 

 

○堤泰宏委員 農地法のことですね。 

 農地を守ることはわかりますけれども、今

農家が非常に経営が厳しくて、農地を売りた

いと。しかし、現実的に農家から農家にしか

農地は売れないですよね、基本的には。それ

で、農家を助けたいから農地を買ってもいい

という人がおっても、農地の売買ができない

と。売買ができなければ農地の価格も下がり

ますよね、需要と供給のバランスでですね。 

 私の知る限りでは、そぎゃん困っとれば農

地を買うてやろう、そして耕作はあなたがし

てよかよと、そういう事例が１つや２つや10

や20じゃないんですよね。たくさんありま

す。しかし、農家の土地は売れないと。せっ

かく債務を軽減したいけれども、農地が売れ

ないと。そういうことが今からまだもっと厳

しく起こってくると思うですね、農業の経営

がだんだん厳しくなっておりますから。 

 農地法第３条かな、あれは、縛ってあるの

は。何条だったですか。 

 

○船越農地・農業振興課長 ３条が農業者間

の売買、そして４条、５条がいわゆる転用で

ございます。農地以外のことに使うというこ

とで、第５条が、Ａという農業者の方からＢ

さんに売って農地以外のものに使うというや

つでございます。 

 

○堤泰宏委員 そう難しい話じゃなくて、農

地を農地として使うんですよね。しかし、所

有権がかわるだけですよ。だから、そういう

何か救済措置みたいなやつばもうそろそろつ

くってやらぬと、また今度は厳しくなります

よ。部長にこの前言いましたように、餌は上

がる、燃料は上がる、農家は借金せぬと恐ら
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く材料費は払いきらぬようになるですね。農

機具の状況も厳しくなると思うですね。電気

代も、もう７％上がるとけさの新聞に載っと

ったですが、そういう中で、金を持っている

人が、例えば具体的に言って役場の職員です

ね。共稼ぎで役場の職員をしよったと、農地

は持たぬけれども金は持っとると、親戚の農

家が困っとるから土地を買ってやりたいけれ

ども、自分は農業者じゃないから買うてやれ

ぬと、そういうことを今聞いたんですよね。

だから、条項まではわしは詳しくわからぬで

すもんね。 

 

○松田三郎委員長 これは、じゃあ要望で。 

 

○堤泰宏委員 何か希望的お話があればいい

たい。ちょっと時間があったけん。 

 

○船越農地・農業振興課長 今の場合、堤先

生おっしゃった場合ですけれども、買うほう

が一応農業者であればできますので。今壁に

なっていますのが、いわゆる農業者でない方

が買うことを今のところ３条で認められてい

ないということなんですね。違う目的で、例

えば物置場とか家をつくるとか、これが非常

に…… 

 

○堤泰宏委員 そぎゃんとは聞いとらぬけ

ん。 

 

○松田三郎委員長 それば言いよんなはると

だけん、非農家が買う場合と。 

 

○船越農地・農業振興課長 という事情でご

ざいます。 

 

○松田三郎委員長 ないようですので、以上

で本日の議題は全て終了いたしました。 

 最後に、要望書が２件提出されております

ので、参考として、委員の先生方、お手元に

写しを配付いたしておりますので、後ほどお

目通しをいただきたいと思います。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。お疲れさんでございまし

た。 

  午前11時42分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  農林水産常任委員会委員長 
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